ほぼ週刊コラム　Partnership論　その１４４
シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
第十二回勉強会（年表項目8：1986年Economic Justice for All出版）の準備（２）：
collective goodsには、1)本質、2)贋（にせ）、3)衰退の三種類がある。
即ち、1) real, relevant and personal、2) false and erroneous、3) obsolete forms which can be usefully replaced by others more suited to the timesの三種類がある
。
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先週、just war論とpartnership論は一体だと述べた。あるいは、「Partnership経済を人々が享受するための必要条件は、第一にケインズの言うanimal spirits、第二にverification、第三にcollective self defense（一般的和訳は「集団的自衛」だが日本で論じられているのとは異なる）」とも述べた。
partnership経済を享受する者はcollective self defenseの義務を負わなければならない。こう述べたのは実は、ローマ法王だったヨハネ・パウロ二世であり、1991年のこと
。年表でいえば項目9だから、次々回第十三回勉強会の話題なので、詳細はお待ちいただきたい。
今週は、collective self defenseが西洋社会で意味していることを、日本人である我々が正確に理解する準備として、collectiveの意味、特にcollective goodsの意味を考えよう。
ザッとしたことを言えばcollective goodsは、1954年に経済学者のサミュエルソンによって研究された時は「selfishなもの（が含まれる）」として扱われたが、1991年に当時のローマ法王ヨハネ・パウロ二世によって言及された時は「一人一人のdignityに直結するものが含まれる」として扱われた。
もっと砕けていえばcollective goodsは、冷戦中は「とりあえず全て排除すべきもの」として、冷戦終了後は「例えるなら癌の様にfalse and erroneousなものなのか、それともInnovationにつながるものなのか、一つ一つ注意深く選別すべきもの」として扱われた。
まず、いつものように語源をOnline Etymology Dictionaryで調べることから始める。
collective (adj.) 

early 15c., from Middle French collectif, from Latin collectivus, from collectus (see collect). As a noun, short for collective farm (in the USSR) it dates from 1925. collective farm first attested 1919 in translations of Lenin. Collective bargaining coined 1891 by Beatrice Webb; defined in U.S. 1935 by the Wagner Act. Collective noun is recorded from 1510s; collective security first attested 1934 in speech by Winston Churchill.
形容詞形の英語collectiveは15世紀初頭から。ラテン語collectus (see collect)からラテン語collectivus,が生まれ、それから生まれた中世フランス語collectif,から派生。名詞形としては、ソ連の集団農業（コルホーズ）を意味するものとしてcollective farmが1925年から英訳としてあてられた。その元のレーニン発言は1919年。団体交渉（collective bargaining）はベアトリス・ウェブによって1891年に使われ、1935年に米国the Wagner Actに使われた。名詞形用法は1510年代には姿を現した。集団安全保障（collective security）は、1934年にウィンストン・チャーチルによって初めて使われた。

goods (n.) 

"property," late 13c., from plural of good (n.), which had the same sense in Old English. Meaning "saleable commodities" is mid-15c.; colloquial sense of "stolen articles" is from 1900; hence figurative use, "evidence of guilt."

13世紀後半からproperty（財、本質、特質）。古英語でも同じ意味だったgood (n.)の複数形から変化。15世紀中葉からは、「売買用の大衆消費財」の意味も。20世紀になって、口語的には「盗品」の意味も持つ様になり、ここから比喩的には「guiltの証（あかし）」の意味も持つようになった。
一般の日本人にはcollectivism（集産主義）が思い出されてあまり良い印象は与えないかもしれない。しかし、そういった印象は西洋人にとっては一般的ではないことが分かる。
goodsは、現在は「大衆消費財」の意味が一般的だが、元々はproperty（財、本質、特質）の意味だったし、現在もcollective goodsのgoodsは、消費財でなくproperty（財、本質、特質）の意味を持っているとしたほうが妥当だ。ちょうど先月、Political Leadership and Collective Goods（1971年初版）の復刻版が出版されたが、そのdescriptionに、collective goods—defense, law and order, clean air, highwaysとあることからも、collective goodsが消費財というよりはproperty（財、本質、特質）を意味していることが一般的であることが分かる。
サミュエルソンがThe Pure Theory of Public Expenditure『公共支出の純粋理論』1954年でcollective goodsを定義した時、冒頭で彼はI assume no mystical collective mindと言った。
即ち、「神秘的collective精神」は考慮に入れなかった。このことを強調するため、論文冒頭でcollective goodsでなくcollective consumption goodsという言葉をつくり、その意味する所をサミュエルソンは数学的に定義している
。神秘性を排除し合理性の範囲に議論を限った。
ただ一か所だけ、サミュエルソンも筆が滑ったのか、あるいは（真相はこちらだろう）collectiveが本来持つ深い意味を込めたのか、collective goodsという言葉を使っている。それはconclusion直前の二つの文章だ。以下に、私の和訳も付けたのでご覧ください。：
One could imagine every person in the community being indoctrinated to behave like a "parametric decentralized bureaucrat" who reveals his preferences by signalling in response to price parameters or Lagrangean multipliers, to questionnaires, or to other devices. But there is still this fundamental technical difference going to the heart of the whole problem of social economy: by departing from his indoctrinated rules, any one person can hope to snatch some selfish benefit in a way not possible under the self-policing competitive pricing of private goods; and the "external economies" or "jointness of demand" intrinsic to the very concept of collective goods and governmental activities makes it impossible for the grand ensemble of optimizing equations to have that special pattern of zeros which makes laissez faire competition even theoretically possible as an analogue computer.

次の様に仮定することは出来る。即ち、当該communityに属す全てのpersonが、教えられたとおりに"parametric decentralized bureaucrat"
として行動し、各人のpreferences（選好）を、価格への反応としてsignallingする、あるいは、何らかの質問体系に対するラグランジュ未定乗数法の未定乗数としてsignallingする、と仮定することは出来る。

　しかしそれでもなお依然として、これらの技法に基本的に宿るdifferences（残差）は、社会経済問題の核心部分であり続けてしまう。即ち、person誰もが、教えられたルールを逸脱して、private goodsの自己監査的競争価格形成の下では許されない何らかの方法で、selfish benefitを得たいと強く希望することができる。するとこの場合、collective goodsやgovernmental activitiesに特有の"external economies"（外部経済）あるいは"jointness of demand"（需要の結合性）
のために、ラグランジュ未定乗数法による最適化方程式のgrand ensembleが、全てゼロ値となる最適パターンを持てないのである。即ち、アナログコンピュータ上で理論的には可能であるはずのlaissez faire competition（自由放任な競争）が、不可能となってしまうのである。
　元・物理屋の私としては久しぶりにラグランジュ未定乗数法を思い出した。それはさておき、collective goodsのselfishな側面がlaissez faire competitionを不可能としてしまう、というような書きぶりとなっているのは興味深い、というか、矛盾していると皆さん思いませんか。
　即ち、母集団の性格に沿って行動することが確率的に或る程度確かな、つまりparametricな官僚達を母集団に選んでおきながら、その官僚の誰か一人がperson --- この言葉の起源はキリスト教にある。即ちペルソナを持った人間 --- に豹変して、自分特有の思いを満たそうと外部経済を用いると、laissez faireが成り立たなくなるというのは、faire（英語でfreedom）の語源を詳しく調べた我々にとって、奇異に感じられるのではないか。
 person達がそれぞれ持っているペルソナというかSpiritsというかanimal spiritsを、temporal constraints（地上世界的制約）無く発揮している状態がfreedomなのであると了解した我々にとっては、上記の記述が矛盾している様に感じられるだろう。temporal constraints（地上世界的制約）が許されるのはlibertyであってfreedomではないはずだ。
　もっとも、サミュエルソンはこの様なことを百も承知でこの論文を書いたのかもしれない。結論間際に唐突にparametric bureaucrat（母集団の性格に沿って行動することが確率的に或る程度確かな官僚）という言葉を出してきたのは、あるいは冒頭にわざわざI assume no mystical collective mindと断ったのは、深い考えの表れなのかもしれない。
この論文が書かれた1954年は冷戦のさなかであり、西側経済ではfreedom of contractでなくliberty of contractが（やむなく）支配的だった。従って、mysticalなものも含むcollective goodsは「とりあえず全て排除すべきもの」だった。この様な状況を踏まえると、サミュエルソンのこの論文は十分に意を尽くしたものだったと言えるかもしれない。
　さて、それから約40年経って1991年、冷戦が終わった。「毒を以て毒を制する」ために、西洋社会がliberty of contractに自縄自縛する必要が無くなった。
ケインズが提唱したcommanding economy（管理経済）という「弱毒」で、共産主義・社会主義のplanned economy（計画経済）という「強毒」を制する必要がなくなった。
　従って、それまではとりあえず全て排除してきた、mysticalなものも含むcollective goodsを、例えるなら癌の様にfalse and erroneousなものなのかそれともInnovationにつながるものなのか一つ一つ注意深く選別し、後者を活用できるチャンスが再び訪れた。
　ただ、今度こそは絶対に、ヒトラーの様な癌細胞の増殖を許してはならない。
　もうお分かりだろう。こうして生まれたのが、just war論でありpartnership論であり、collective self defenseという概念なのだ。

　これら三つの考え方を一つの文章に上手く要約したヨハネ・パウロ二世の次の文章で、今週号は締めくくることにしよう。この文章、コラム９０で詳しく説明した。再度の説明は、次々回第十三回勉強会まで待って頂きたい。ここでは、雰囲気を掴んで頂きたい。では、以下、コラム９０の2頁目の抜粋：
Just as in the time of primitive capitalism the State had the duty of defending the basic rights of workers, so now, with the new capitalism, the State and all of society have the duty of defending those collective goods which, among others, constitute the essential framework for the legitimate pursuit of personal goals on the part of each individual.
この長い一文章をコラム８６の私の和訳では以下に示した様に六つの文章に分解した。：

1 例えばかつて、原始資本主義時代には、国家がthe basic rights of workers（労働者の基本権）をdefend（防衛）するduty（当事者間で取り決めた義務）を負っていました。

2 この防衛行為がjust（当事者間で、正しいこと）でした。

3 これと同様に、今この時代においては、上記の様な新たな資本主義（the new capitalism、即ちpartnership経済）が始まり、社会の全構成員と国家（the State and all of society）は、或る特定の集団的財を防衛する義務（duty of defending those collective goods）を負うことになるでしょう。

4 或る特定の集団的財とは、即ち、each individualがpersona的goal（目的）をlegitimate（地上世界の法において正当）に追求するにあたって殊更(ことさら)にessentialな（本質的で欠くことのできない）枠組みとなるcollective goods （集団的財）のことです。

5 この様な集団的財を防衛する義務を社会の全構成員と国家は負うことになるでしょう。

6 そして、今この時代においてはこの様な防衛行為がjustであると認められるでしょう。
一点だけ述べると、①②の文章でVaticanはliberty of contractを「当時としては必要だった」と容認したことになる。
コラム１３２で説明したことだが、[image: image3.emf]例えばディケンズが少年のころ辛酸を舐めた靴墨工場での「過酷」労働や、下図（山川の世界史教科書220頁）の様な悲惨な幼少年労働の様な問題をcorporateが起こす限り、国家がcorporateをliberty of contractで縛って、労働時間・労働賃金・労働環境等の労働条件に一定の規制を設けるのは、「他にやりようが無かった」とVaticanも認めたことになる。
なお、来週は月火水木の四日間、別仕事が入っているため当コラムは休刊とする。あしからず。読者はコラム９０とその前後、８６や９５などを熟読しておいて頂きたい。

今週は以上。来来週も請うご期待。
� 今週号タイトルには、1991年Vatican論文� HYPERLINK "http://w2.vatican.va/content/john-paul-ii/en/encyclicals/documents/hf_jp-ii_enc_01051991_centesimus-annus.html" ��Centisimus Annus�の第50段落にある、各nation文化が持つvaluesの分類を、collective goodsの分類として流用させてもらった。


� � HYPERLINK "http://www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp/Column%20hobo-shuukan/2014/20140418%20W90%20on%20collective%20self_defence/20140418%20W90%20on%20collective%20self_defence%20rev3.doc" ��コラム９０�の2ページ目には、この発言の詳細な和訳を載せたのでご覧いただきたい。


� consumption goods全体を、n種類のprivate consumption goodsとm種類のcollective consumption goodsに分類できると仮定してutility indexを定義し議論を始めている。


�  （齋藤補遺）parametric decentralized bureaucrat：自律分散的ではあるが、母集団の性格に沿って行動することが確率的に或る程度確かな官僚。


� （齋藤補遺）需要の結合性：たとえば、或る消費者がその消費者の良く見知った店からいろいろなものを購入する“one stop effect”や、その店から長期間何度も購入する”repeat trading effect“。対になる言葉は、”jointness of supply”（供給の結合性）。
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